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「ローカルスタートアップ支援制度」によりローカルスタートアップを推進。中核であるロー
カル10,000プロジェクトによる地域密着型事業の立ち上げ支援の中で、特にデジタル技術や脱炭
素に資する地域再エネの活用に関連する事業などを重点的に支援。

（１）ローカルスタートアップの推進

バイオマス、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業を立ち上げるエネルギー供給
事業導入計画（マスタープラン）の策定を支援。

（２）分散型エネルギーインフラプロジェクトの推進

オンライン化・リモート化の進展や超高精細映像、AI等の普及に伴う通信量及び消費電力の急
増並びに通信需要の多様化に対応するため、更なる高速大容量化、低消費電力化等を実現する光
ネットワーク技術の研究開発を推進。

（１）グリーン社会に資する先端光伝送技術の研究開発

１ 地域の経済循環の創出に向けたローカルスタートアップや
エネルギーの地産地消による地域のGX等の推進

出典：総務省重点施策2024重点施策集を元に作成

２ 情報通信技術の研究開発

Beyond 5Gを実現する超高速・省電力・拡張空間の無線ネットワークの研究開発を推進。

（２）基礎的・基盤的な研究開発等
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（３）ＧＸアドバイザー（地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業）

地方公共団体のＧＸの取組を支援するための専門アドバイザーを派遣。



１地域の経済循環の創出に向けたローカルスタートアップやエネルギー
の地産地消による地域のGX等の推進

（１）ローカルスタートアップの推進

・事業の企画段階から事業立ち上げ後のフォローアップ段階まで各段階に応じて支援する「ローカル
スタートアップ支援制度」によりローカルスタートアップを推進。その中核として、地域の経済循
環を創出するため、産学金官の連携により、地域の資源と資金を活用して、地域密着型事業の立ち
上げを支援（｢ローカル10,000プロジェクト｣）。特に、デジタル技術や脱炭素に資する地域再エネ
の活用に関連する事業などを重点的に支援。

【予算】地域経済循環創造事業交付金 6.0億円の内数（５年度 5.8億円の内数）

出典：総務省重点施策2024重点施策集を元に作成
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（２）分散型エネルギーインフラプロジェクトの推進

・バイオマス、廃棄物等の地域資源を活用した地域エネルギー事業を立ち上げるエネルギー供給事業
導入計画（マスタープラン）の策定を支援する（※）とともに、関係省庁と連携して事業化まで徹底
したアドバイス等の支援を実施。また、地域に不足している専門知識を有する外部専門家を紹介す
るほか、外部専門家を招へいする際の費用の１／２補助を実施。

※原則１／２の補助、財政力指数等に応じて交付率の嵩上げあり

【予算】地域経済循環創造事業交付金 6.0億円の内数（５年度 5.8億円の内数）

１地域の経済循環の創出に向けたローカルスタートアップやエネルギー
の地産地消による地域のGX等の推進
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出典：総務省重点施策2024重点施策集を元に作成



（３）ＧＸアドバイザー（地方公共団体の経営・財務マネジメント強化事業）

１地域の経済循環の創出に向けたローカルスタートアップやエネルギー
の地産地消による地域のGX等の推進
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事業概要

（１） アドバイザーを派遣する支援分野

○ 公営企業・第三セクター等の経営改革

・ ＤＸ・ＧＸの取組

・ 経営戦略の改定・経営改善

・ 公立病院経営強化プランの改定・経営強化の取組

・ 上下水道の広域化等

・ 第三セクターの経営健全化

○ 公営企業会計の適用

○ 地方公会計の整備・活用

○ 公共施設等総合管理計画の見直し・実行

（公共施設マネジメント）

○ 地方公共団体のＤＸ

○ 地方公共団体のＧＸ

○ 首長・管理者向けトップセミナー

（２） 支援の方法

個別市区町村に継続的に派遣（各都道府県市区町村担当課等と連携して事業を実施）

・地方公共団体金融機構との共同事業である「経営・財務マネジメント強化事業」において、
新たに地方公共団体のＧＸの取組を支援するための専門アドバイザーを派遣（派遣経費は地方
公共団体金融機構が負担）を実施。

（３） 事業規模

○ 約6.5億円（約1,900団体・公営企業への派遣を想定） 

R６年度創設



（１）グリーン社会に資する先端光伝送技術の研究開発

・オンライン化・リモート化の進展や超高精細映像、AI等の普及に伴う通信量及び消費電力の急増並
びに通信需要の多様化に対応するため、更なる高速大容量化、低消費電力化等を実現する光ネット
ワーク技術の研究開発を実施。

【予算】グリーン社会に資する先端光伝送技術の研究開発 14.0億円（５年度 14.0億円）

２ 情報通信技術の研究開発

出典：総務省重点施策2024重点施策集から抜粋
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（２）基礎的・基盤的な研究開発等

・国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）による基礎的・基盤的な研究開発等を実施。

【予算】国立研究開発法人情報通信研究機構運営費 320.1億円 （５年度 286.8 億円）
国立研究開発法人情報通信研究機構施設整備費 0.9億円 （５年度 0.9 億円）

２ 情報通信技術の研究開発

出典：総務省重点施策2024重点施策集から抜粋
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